社会福祉士・過去問肢別集（第１８回～第３４回）解答編
第１　成年後見の申立て
１　兄妹姉妹は成年後見人になることができる（第３４回７９問改）。

→　〇
２　被保佐人は成年後見人になることができる（第３４回７９問改）。
→　〇  従来、成年被後見人や被保佐人は、成年後見人等になることができない者とされていたが、令和元年の「成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律」により、成年被後見人、被保佐人の欠格条項が削除され「心身の故障のため職務を適正に行うことができない者」と規定されるに至った。
３　解任の審判を受けた補助人は成年後見人になることができる（第３４回７９問改）。

→　× ①未成年者、②家庭裁判所で免ぜられた（解任された）法定代理人、保佐人又は補助人、③破産者、④被後見人に対して訴訟をし、又はした者並びにその配偶者及び直系血族、⑤行方の知れない者は、後見人になることができない（民法８４７条）。

４　本人の配偶者の成年後見人は成年後見人になることができる （第３４回７９問改）。

→　〇
５　社会福祉法人は成年後見人になることができる（第３４回７９問改）。 

→　〇　成年後見人は、法人でもなることができる。
６　社会福祉協議会は、成年後見の申し立てをすることはできない（第２５回８２問改）。

→  〇

７　日常生活自立支援事業を実施している法人としての社会福祉協議会は、成年後見制度を利用するための申し立てを家庭裁判所に行なうことができる（第２３回７２問改）。

→　×　社会福祉協議会は、成年後見申立をすることはできない。

８　日常生活自立支援事業の生活支援員は、成年後見制度を利用するための申し立てを家庭裁判所に行なうことができる（第２３回７２問改）。

→　×　日常生活事自立事業の生活支援員は、成年後見申立をすることはできない。
９　民生委員は、担当地域の高齢者の成年後見申立てをすることができる（第３０回８３問改）。

→　×　民生委員は、成年後見の申立てをすることはできない。
１０　保佐開始の審判を本人が申し立てることできない（第２８回７８問）。

→　×　本人も保佐開始の審判を申し立てることができる。

１１　本人の前夫は、後見開始の申立てをすることができる（第３０回８３問改）。
→　×　本人の前夫は、離婚により他人となっている。そのため、後見開始の申立てをすることはできない。

１２　市役所は、地域の高齢者が認知症になっているにも関わらず、成年後見の申立てがなされない場合、当該高齢者の親族に成年後見開始の審判の申立てを命じることができる（第３０回８３問改）。
→　×　市役所等の行政に、親族への成年後見申立てを命じる権限は認められていない。
１３　精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な者については、家庭裁判所は職権で補助開始の審判をすることができる（第２６回８０問）。

→　×　家庭裁判所の職権で補助開始の審判をすることはできない。

１４　浪費者が有する財産を保全するため、保佐開始の審判を経て保佐人を付することができる（第３２回８０問）。
→　×　「精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分」でない場合、「浪費」があったとしても保佐人を付することはできない。
１５　保佐開始の審判を受けていたものが事理弁識能力を欠く常況になった場合には、家庭裁判所は職権で後見開始の審判を行なうことができる（第２２回７３問）。

→　×　保険開始の審判を家庭裁判所が職権で行なうことはできない。

１６　子が自分を成年後見人候補者として、親に対する後見開始の審判を申し立てた後、家庭裁判所から第三者を成年後見人とする意向が示された場合、審判前であれば、家庭裁判所の許可なくても、その子は申立てを取り下げることができる（第３２回８０問）。
→　×　後見開始を申し立てた場合は、審判がされる前であっても、家庭裁判所の許可を得なければ取り下げることはできない（家事事件手続法１２１条１号）。

１７　後見開始の審判をする際には、本人の同意が必要である（第２５回８２問改）。

→　×　後見開始の審判は、補助や保佐人に対する代理権の付与等の審判と異なり本人の同意は不要である。
１８　家庭裁判所は、職権で被保佐人のために特定の行為について保佐人に代理権を付与する旨の審判をすることができる（第２５回８０問）。

→　×　保佐人に代理権を付与するためには本人の同意が必要である。したがって、家庭裁判所が職権で保佐人に代理権を付与することはできない。
１９　保佐人が本人の土地を売却することになった場合、保佐開始の審判とは別にこの土地を売却するための代理権の付与についても審判を受ける必要がある（第２３回７２問）。

→　〇　保佐開始の審判がなされると保佐人には同意権と取消権が付与される。

　　　これに対し、代理権については、被保佐人やその親族補佐人からの請求により、「特定の法律行為」について、被保佐人が同意した場合のみ付与される（保佐開始の審判により当然に付与されるわけではない）。

２０　保佐人に対して同意権と取消権とが同時に付与されることはない（第２８回７８問）。

→　×　保佐人には同意権と取消権が同時に付与される。

　　　　なお、代理権は本人の同意がある場合に限り別に付与される。

２１　保佐開始及び補助開始の申立においては、いずれの場合も本人の同意が必要である（第２９回８１問）。

→　×　保佐開始に当たり本人同意は不要である。ただし、保佐人に代理権を付与する場合は、本人の同意が必要である。

　　　　補助開始に当たり、本人以外の者の請求により補助開始の審判をするには、本人の同意が必要である。
２２　補助開始の審判には本人の同意は、必要とされない（第２７回８０問）。

→　×　補助開始の審判には本人の同意が必要である（後見・保佐の場合は本人の同意は不要）。
２３　補助人に同意権を付与するには被補助人の同意は不要である（第２９回８１問）。

→　×　補助人に同意権を付与するには、被補助人の同意が必要である。

２４　本人の同意を得れば、補助人に代理権を付与することはできる（第３３回８１問改）。

→　〇（民法８７６条の９）
２５　未成年後見人は、１人でなければならないが、成年後見人は複数でも良い（第１９回６７問）。

→　×　未成年後見人、成年後見人ともに複数選任が認められる。

２６　保佐人が２人以上選任されることはない（第２８回７８問）。

→　×　保佐人が複数選任されることはありうる（後見人・補助人も同様）。
２７　法人が保佐人として選任されることはない（第２８回７８問）。

→　×　法人が保佐人として選任されることはありうる（後見人・補助人も同様）。

２８　家庭裁判所は、破産者を成年後見人に選任することはできないが、未成年者を成年後見人に選任することはできる（第２６回８０問）。

→　×　民法８４７条は、①未成年者、②家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人、③破産者、④被後見人に対して訴訟をし、又はした者並びにその配偶者及び直系血族、⑤行方の知れない者については、後見人になることはできないと規定している。
２９　保佐及び補助における判断能力の判定に際して、いずれも原則として医師等の専門家による鑑定が必要である（第２９回８１問）。

→  ×　鑑定は必ずしも必要ではない。実際に鑑定が実施されるのは、１０％程度である。

３０　補助の開始には精神の状況につき鑑定が必要とされている（第２７回８０問）。

→　×　多くの事案では鑑定は実施されていない。
３１　家庭裁判所は成年後見開始の審判をするときは、職権で成年後見人を選任し保佐人及び補助人についても同様に職権で選任する（第２６回８０問）。

→　〇　成年後見人（保佐人・補助人）の『選任』については、家庭裁判所が職権で行なう（申立や代理権の付与と混同しないように注意）。
３２　未成年後見人・成年後見人ともに必ず家庭裁判所によって選任される（第１９回６７問）。

→　×　成年後見人は必ず家庭裁判所によって選任されるが、未成年後見人は、家庭裁判所によって選任される他、親権者の遺言書による未成年後見人の指定によっても選任されることがある。

第２　市町村長申立
１　財産上の利益を不当に得る目的での取引の被害を受けるおそれのある高齢者について、被害を防止するため、市町村長はその高齢者のために後見開始の審判の請求をすることができる（第３２回８０問）。
→　〇　市町村長は後見申立てを行うことができる。
２　６５歳未満の者対象として市町村長申立てをすることはできない（第２８回８２問）。

→　×　６５歳未満の障害者を対象に（精神保健福祉法や知的障害者福祉法を根拠に）市町村長申し立てをすることがある。

３　市町村申立においては、後見のみを対象としており保佐及び補助の開始申立てをすることできない（第２８回８２問）。

→　×　保佐・補助申立をすることも可能である。

４　本人に四親等内の親族がいる場合、市町村長申立てをすることはできない（第２８回８２問）。

→　×　本人に四親等内の親族がいても、高齢や疾病、障害、関係性の希薄さ等により、親族が審判開始の請求ができない場合も多く、その場合、市町村長申し立てが行われている。

５　市町村長には市町村長申立ての円滑な実施のために、後見等の業務を適正に行える人材を育成するのに必要な措置を講ずる義務がある（第２８回８２問）。

→　〇　老人福祉法３２条の２参照

６　市町村長申立てができない場合、都道府県知事が申立てをする（第２８回８２問）。

→　×　このような規定はない。
第３　後見人等の業務
１　成年後見人がその職務を行なう際には、成年被後見人の意思を尊重し、かつ、その心身の状態及び生活の状況に配慮しなければならない（第２０回６６問）。

→　〇　成年後見人は、本人の意思の尊重義務、身上配慮義務が認められる。

２　保佐人は、保佐の事務を行なうに当たっては、被保佐人の心身の状態及び生活の状況の悪化が、予想されても、被保佐人の意思を尊重しなければならない（第２５回８０問）。

→　×　保佐人は、被保佐人の身上配慮義務を負っている。心身の状態や生活状況の悪化が予想される場合は、被保佐人の意思に反する対応が求められる場面もある。

３　本人が認知症の場合、制限行為能力を理由に契約を取り消すことができる（第２５回７７問）。
→　×　本人が認知症であったとしても、成年後見制度を利用していない限り「制限行為能力」を理由に契約を取り消すことはできない。

４　自己の所有する不動産を売却した成年被後見人は成年後見人の同意を事前に出ていた場合にはこれを取り消すことができない（第２２回７３問）。

→　×　成年後見人に同意権は認められていない。したがって事前に成年後見人が同意していたとしても、成年被後見人は、事後に当該契約を取り消すことができる。

５　成年被後見人が自己の所有する不動産を売却したとき、その時点で意思能力を有していた場合でも成年後見人は契約を取り消すことができる（第２２回７３問）。

→〇　成年後見の審判を受けている以上、意思能力を有していたとしても契約の取消は可能である。
６　成年後見人はその職務として成年被後見人の財産に関して代理権を行使することができるが、自己決定権の尊重という理念に基づき、成年被後見人が行った法律行為については取消権を行使することができない（第２０回６６問）。

→　×　成年後見人には取消権が認められる。

７　成年被後見人が建物の贈与を受けたとき成年後見人はこれを取り消すことができない（第２２回７３問）。
→　×　固定資産税の負担等を免れる必要性がある。
８　成年被後見人のなした日常生活に関する法律行為については、成年後見人が取り消すことができる（第２６回８０問）。

→　×　日常生活に関する法律行為については、取り消すことはできない（後見人・保佐人・補助人いずれも取消不可）

９　保佐開始または補助開始後、保佐人又は補助人は、いずれも被保佐人又は被補助人がした日用品の購入など日常生活に関する行為の取消を行なうことができる（第２９回８１問）。

→　×　日用品の購入など日常生活に関する法律行為の取消しはできない。

１０　保佐人は、日常生活に関する法律行為を取り消すことはできない（第２８回７８問）。

→　〇　（後見人・補助人も同様）

１１　被保佐人は日用品の購入その他日常生活に関する行為につき、保佐人の同意を要する（第２５回８０問）。

→　×　日用品の購入その他以上生活に関する合意については保佐人の同意をしない（後見人・補助人の場合も同様）。

１２　保佐人は日用品の購入など日常生活に関する行為の取り消しを行なうことができる（第２３回７２問改）。

→　×　補助・後見の場合も日常生活に関する行為の取り消しは不可。

１３　保佐開始後、被保佐人が保佐人の同意を得ずに多額の借金をした場合、被保佐人及び保佐人いずれからも取り消すことができる（第２９回８１問）。

→　〇　保佐人だけでなく、被保佐人自身も取消しができることに注意。

１４　判断能力が低下した常況で自己所有の土地を安価で売却してしまった高齢者のため、その後に後見開始の審判を申し立てて成年後見人が選任された場合、行為能力の制限を理由に、その成年後見人はこの土地の売買契約を取り消すことができる（第３２回８０問）。
→　×　成年後見人が取り消すことのできる契約は、成年後見人選任後になされた契約のみである（成年後見人選任前になされた契約を取り消すことはできない）。

１５　成年後見人が成年被後見人の居住用不動産を売却する場合、家庭裁判所の許可は不要である（第２８回８１問）。

→　×　成年後見人は成年被後見人に代わって、その居住の用に供する建物またはその敷地について売却賃貸賃貸借の解除または抵当権の設定その他これらに準ずる処分を為るには家庭裁判所の許可を得なければならない（民法８５９条の３）（保佐人・補助人も同様）。
１６　成年被後見人の居住用不動産の売却には、成年後見人が単独でなし得る（第３０回８２問改）。

→　×　成年被後見人の居住用不動産の売却には、家裁の許可が必要である。
１７　成年後見人が成年被後見人の居住用不動産の賃貸借契約の解除する場合、家庭裁判所の許可が必要である（第２８回８３問）。

→　〇「賃貸借契約の解除」も居住用不動産の処分に該当するので家裁の許可が必要である。

１８　後見人は、被後見人を強制的に介護保険施設に入所することできない（第２８回８３問）。

→　〇　後見人には、施設入所を強制する権限は無い（施設入所契約を締結する権限（代理権）はある）。
１９　要介護度の区分変更を申請するのは成年後見人の業務の範囲に含まれる（第２８回８３問）。

→　〇　区分変更の申請は、身上監護義務に含まれる。

２０　成年被後見人宛の信書等の郵便物の転送は、成年後見人が単独でなし得る（第３０回８２問改）。

→　×　成年被後見人宛の信書等の郵便物の転送は、家裁の審判が必要である。
２１　成年後見人には医療同意権は認められていない（第２８回８３問）。

→　〇　（保佐人・補助人も同様）
２２　後見人が弁護士である場合は、被後見人の手術の実施に同意する事ができる（第２５回８２問改）。

→　×　後見人には、医療行為に関する同意権は認められていない。これは後見人が弁護士ではあっても同様である。
２３　成年被後見人が成年後見人の同意を得ないでした婚姻はこれを取り消すことができる（第２２回７３問）。

→　×　成年後見人に婚姻についての同意権は認められていない。
２４　未成年後見人、成年後見人ともにその被後見人の婚姻について同意権を有する（第１９回６７問）。

→　×　未成年後見人、成年後見共に婚姻についての同意権は有しない。
２５　成年後見人は、本人に対し居所指定権を行使することができる（第３３回８１問改）。
→　×　居所指定権とは、親権者が未成年者の子に対して監護・養育する際に行使する権利である。成年後見人には認められていない。
２６　成年後見人は、本人に対して懲戒権を行使することができる（第３３回
８１問改）。
→　×　成年後見人に懲戒権は認められていない。
２７　保佐人が選任された場合、遺産分割については保佐人の同意を得る必要があるが、相続の承認や放棄については同意を得る必要はない（第２３回７２問改）。

→　×　遺産分割、相続の承認放棄については、いずれも保佐人の同意を得る必要がある。
２８　保佐人は、本人に対して営業許可権を行使することができる（第３３回８１問改）
→　×　保佐人に本人に対する営業許可権の行使は認められていない。
２９　成年被後見人が相続人である遺産相続の放棄は、成年後見人が単独でなし得る（第３０回８２問改）。

→　○
３０　複数の補助人がいる場合、補助人は共同して同意権を行使しなければならない（第２７回８０問）。

→　×　単独での権限行使もありうる。
３１　成年後見人は、その職務として、成年被後見人の生活・療養看護に関して代理権を行使することができるが、そのための費用の支出については代理権がない（第２０回６６問）。

→　×　費用の支出についても代理権が認められる。

３２　成年後見人の職務は、例えば成年被後見人の介護のために福祉サービス契約を締結することであって、現実の介護行為を行なうことまでは含まれない（第２０回６６問）。

→　〇　成年後見人には、事実行為を行う義務はない。
３３　成年後見人が成年被後見人を養子にする場合、家庭裁判所の許可は不要である（第２８回８１問）。

→　×　後見人が被後見人を養子とするには家庭裁判所の許可を得なければならない。後見人の任務が終了した後、まだその管理の計算が終わらない間も同様とする（民法７９４条）。
３４　成年被後見人の遺体の火葬に関する契約の締結は、成年後見人が単独でなし得うる（第３０回８２問改）。

→　×　（成年被後見人死亡後の）成年被後見人の遺体の火葬に関する契約の締結は、家裁の許可が必要である。
　　成年被後見人の「生前に」成年被後見人の遺体の火葬に関する契約を締結する場合、成年後見人は、単独でできる。そのため、本肢は、厳密には、出題の仕方に疑義がある。
３５　成年後見人は正当な事由がある場合、家庭裁判所への届出を持ってその任務を辞することができる（第２８回８１問）。

→　×　後見人の辞任には「届出」ではなく「家庭裁判所の許可」が必要である。

３６　成年後見人はいずれも家庭裁判所に届け出ることによってその任務を辞することができる（第２６回８０問）。

→　×　後見人は、①正当な事由がある場合に限り、②家庭裁判所の許可を得ることによって辞任をすることができる。いつでも辞任できるわけではない。

３７　未成年後見人、成年後見人共に正当の事由があるときは、家庭裁判所の許可を得て辞任することができる。

→　〇　未成年後見人、成年後見共に自由に辞任できるわけではない（第１９回６７問）。

第４　後見人等に対する監督
１　成年後見人の監督は、家庭裁判所が行なう（第２７回８３問改）。

→　〇　成年後見人による不適切な財産管理等が行われていた場合は家庭裁判所へ相談するのが適切である。
２　成年後見人の業務に疑義があることを理由に、家庭裁判所が直接、成年被後見人の財産状況を調査することできない（第２８回８１問）。

→　×　後見監督人または家庭裁判所は、いつでも、後見人に対し後見の事務の報告もしくは財産の目録の提出を求め、または後見の事務もしくは被後見人の財産の状況を調査することができる（民法８６３条）。

３　家庭裁判所は必要があると認めるときは、被保佐人その親族もしくは保佐人の請求により、又は職権で保佐監督人を選任することができる（第２５回８０問）。

→　〇　保佐監督人は、職権で選任することができる（保佐人の選任と混同しないように）。
４　成年後見人に不正な行為著しい不行跡などの事実がある場合、家庭裁判所は職権で成年後見人を解任できる（第２８回８１問）。

→　〇

５　成年被後見人のための特別代理人の選任は、成年後見人が単独でなし得る（第３０回８２問改）。
→　×　成年被後見人のための特別代理人の選任は、家裁が行う（成年後見人が選任する訳ではない）。
６　保佐人と被保佐人との利益が相反する行為については、保佐人は特別代理人の選任を家庭裁判所に請求しなければならない（第２５回８０問）。

→　×　保佐人と被保佐人との利益が相反する場合に選任されるのは、特別代理人ではなく「臨時保佐人」である。

７　補助監督人がいない場合で利益相反するときには、補助人は臨時補助人の選任を請求しなければならない（第２７回８０問）。

→〇（民法８７６条の７）
第５　任意後見制度

１　任意後見制度は民法の改正によって導入された（第１８回６４問）。

→　×　任意後見制度は（民法の改正ではなく）「任意後見契約に関する法律」によって導入された。

２　任意後見契約は、公正証書によって作成しなければならない（第１８回６４問）。

→　〇　公正証書が作成されると公証人の嘱託により任意後見契約の登記がされる。

３　任意後見契約を締結するには、公正証書の作成が必要である（第２３回７３問改）。

→　〇　なお、任意後見契約の公正証書が作成された後、公証人によって任意後見契約の登記が行われる。
４　任意後見契約は登記できない（第３４回７８問）。
→　×　任意後見契約は公正証書の作成が必要であり、公正証書作成後公証人によって任意後見の登記が行われる。

５　任意後見契約の締結は、法務局で行なう必要がある（第３０回７９問）。

→　×　任意後見契約の締結は、公正証書による必要がある。
　　　　そして、公正証書の作成は（法務局ではなく）公証人役場で行う。
６　任意後見契約は、社会福祉協議会の事務所において、公証人でなくても第三者の立会いがあれば締結することができる（第３４回８０問改）。

→　×　 任意後見契約は公証人が作成する公正証書によって締結しなければならない（任意後見に関する法律第３条）。 

７　任意後見契約を締結した場合、公証人は、家庭裁判所に任意後見契約の届出をしなければならない（第３３回８２問改）。

→　×　任意後見契約の届出義務はない。任意後見契約後、本人の判断能力が低下した場合に、家庭裁判所に任意後見人の選任の請求をすることになるが、これは任意後見契約の届出ではない。
８　任意後見契約は、事理弁識能力喪失後の一定の事務を委託する契約書が当事者間で作成されていれば効力を有する（第２６回８１問）。

→　×　任意後見契約は、①公正証書の作成＋②登記により行うものであり、その効力は、家庭裁判所が任意後見人を選任した時点で発生する。

９　任意後見契約の内容は戸籍への記載によって公示される（第１８回６４問）。

→　×　任意後見契約の内容（代理権の範囲）は（戸籍への記載ではなく）登記によって公示される。

１０　任意後見契約では、代理行為目録に記載された代理権が付与される（第３３回８２問）。

→　〇　任意後見契約における代理権の範囲は当事者間によって決められ、代理行為目録に記載された範囲で任意後見人に代理権が付与される。
１１　任意後見契約は、任意後見契約の締結によって直ちに効力が生じる（第３０回７９問）。

→　×　任意後見契約は、家庭裁判所が任意後見監督人を選任した時点で効力が発生する。
１２　任意後見契約は、家庭裁判所が任意後見監督人の選任した時から効力が生じる（第１８回６４問）。

→　〇　任意後見契約は公正証書を作成したのみでは、効力は発生しない。
１３　締結された任意後見契約の効力を生じさせる際、 家庭裁判所は必要がなければ任意後見監督人を選任しない方法を取ることができる（第３４回８０問改）。

→　×　家庭裁判所が任意後見人を選任する際には、必ず、任意後見監督人が選任される。

１４　締結された任意後見契約の効力を生じさせる際、本人からの推薦があれば、家庭裁判所は推薦された者を任意後見監督人として選任しなければならない（第３４回８０問改）。
→　×　任意後見監督人の選任は申立権者の請求により、家庭裁判所が選任する。本人からの推薦に拘束されることはない。

１５　任意後見契約を締結した後と本人が判断能力を喪失した場合には任意後見契約は、その効力を失う（第２３回７３問改）。

→　×　本人の判断能力が喪失した場合、本人や親族、任意後見受任者等が家庭裁判所に任意後見人選任の請求をすることになる（任意後見法４条）。
１６　任意後見契約が登記された後、本人の判断能力が喪失した場合、本人の姉は、家庭裁判所に対し、任意後見監督人の選任を請求することはできない（第２３回７３問改）。

→　×　本人の判断能力が喪失した場合、本人や親族、任意後見受任者等が家庭裁判所に任意後見人選任の請求をすることになる（任意後見法４条）。
１７　本人は、任意後見監督人選任の請求を家庭裁判所に行うことはできない（第３３回８２問）。
→　×　本人の判断能力が喪失した場合、本人や親族、任意後見受任者等が家庭裁判所に任意後見人選任の請求をすることになる（任意後見法４条）。したがって、本人による請求も認められる。
１８　任意後見契約では、本人の事理弁識能力が不十分になれば家庭裁判所が職権で任意後見監督人を選任する（第２６回８１問）。

→　×　任意後見監督人は、本人配偶者四親等内の親族または任意後見受任者の「請求」により選任される。家庭裁判所が職権で、任意後見監督人を選任することはない。

１９　任意後見人の配偶者は、任意後見監督人になることができないが、兄弟姉妹は任意後見監督人になることができる（第２６回８１問）。

→　×　任意後見人受任者又は任意後見人の配偶者、直系血族及び兄弟姉妹は、任意後見監督人になることができない。
２０　任意後見人の配偶者であることは任意後見監督人の欠格事由に該当する（第３０回７９問）。

→　○　任意後見人受任者又は任意後見人の配偶者、直系血族及び兄弟姉妹は、任意後見監督人になることができない。
２１　任意後見契約が登記されている場合、家庭裁判所は本人に対する後見開始の審判をすることはできない（第２３回７３問改）。

→　×　任意後見契約が登記されている場合であっても本人の利益のため特に必要があると認める場合であれば、家庭裁判所は後見開始の審判等をすることができる（任意後見法１０条１項参照）。

２２　任意後見契約が締結されたとしても、家庭裁判所は請求があり、本人の利益のため特に必要があると認めるときは後見開始の審判等をする（第３４回８０問改）。

→　〇　任意後見契約が締結されていても家庭裁判所は、本人の利益のため特に必要があると認めるときに限り、後見開始の審判等をすることができる（任意後見契約に関する法律第１０条）。

２３　任意後見契約に本人意思尊重義務の定めがある場合に限って、任意後見人は本人の意思を尊重する義務を負う（第３４回８０問改）。

→　×　任意後見人は、任意後見契約の中身にかかわらず本人の意思を尊重する義務を負う（任意後見契約に関する法律第６条）。

２４　任意後見監督人が選任された後において、本人が後見開始の審判を受けたとしても、任意後見契約は継続される（第３３回８２問）。
→　×　任意後見監督人が選任された後において特に必要があるとして（任意後見法１０条１項参照）本人が後見開始の審判を受けた時は、任意後見契約は終了する（任意後見法１０条３項）。
２５　任意後見人と本人との利益が相反する場合、任意後見監督人があっても特別代理人を選任しなければならない（第２６回８１問）。

→　×　任意後見人と本人との利益が相反する場合、任意後見監督人が本人を代表（代理）するため、特別代理人を選任する必要はない。
２６　任意後見人と本人との利益が相反する場合は特別代理人を選任する必要がある（第３０回７９問）。

→　×　任意後見契約においては、任意後見人と本人との利益が相反する場合、任意後見監督人が本人を代表するので、特別代理人を選任する必要は無い。

２７　家庭裁判所は任意後見人に不正な行為があるとき、その職権で任意後見人を解任することができる（第２３回７３問改）。

→　×　任意後見人に不正な行為、著しい不行跡、その他にも任務に適しない事由があるときは任意後見監督人本人その親族または検察官の請求に基づいて家庭裁判所が任意後見人を解任することになる（任意後見法８条）。

　　　　したがって、家庭裁判所が職権で任意後見人を解任することできない（法定後見の場合と混同しないように）。
２８　任意後見人が選任される前において、任意後見受任者は、家庭裁判所の許可を得て任意後見契約を解除することができる（第３３回８２問）。

→　×　任意後見人が選任される前においては、本人又は任意後見受任者は、いつでも公証人の認証を受けた書面によって、任意後見契約を解除することができる（任意後見法９条）。家庭裁判所の許可により解除するのではない。
２９　任意後見監督人の選任後、任意後見人は正当な理由がある場合、家庭裁判所の許可を得れば任意後見契約を解除できる（第２６回８１問）。

→　〇　任意後見監督が選任された「後」においては、本人又は任意後見人は「正当な事由」がある場合に限り、家庭裁判所の許可を得て任意後見契約を解除することができる。

　なお、任意後見選任「前」は、本人または任意後見受任者は、いずれも任意後見契約を解除することができるが、当該解除は、公証人の認証を受けた書面による必要がある。
３０　任意後見契約の解除は、任意後見監督人の選任後も公証人の認証を受けた書面によってできる（第３０回７９問）。

→　×　任意後見監督人の選任「後」は、正当な事由がある場合に限り、家庭裁判所の許可を得て任意後見契約の解除（任意後見人の辞任）をすることができる。
３１　任意後見人、任意後見監督人には取消権は認められていない（第３３回８１問改）。
→　〇（任意後見人には、同意権・取消権はなく、代理権のみが与えられる。任意後見人だけでなく、任意後見監督人にも取消権は認められない）。
第６　成年後見関係事件の概況（令和３年１月～１２月を前提）
１　成年後見制度の利用者総数は、毎年減少している（第２８回８０問改）。

→　×　毎年増加している。
２　令和３年１２月末日時点の成年後見制度の利用者は、約２０万人である（第３０回８１問改）。
→　×　令和３年成年後見事件の概況によれば、令和３年１２月末日の成年後見制度の利用者数は、約２４万人である（２３万９９３３人）。

３　成年後見関係事件の申立件数は、毎年増加している（第２８回８０問改）。

→　×　平成３１年・令和元年に前年度から減少している。

４　令和３年の後見関係事件の開始審判申立件数は２万件に満たない（第２７回８１問改）。

→　×　毎年申立件数は３万件を超えている。
５　令和３年の成年後見関係事件の申立件数は、約１０万件である（第３０回８１問改）。

→　×　令和３年の成年後見関係事件の申立件数は、３万９８０９件である。

６　令和３年の成年関係事件において開始原因として最も多かったのは知的障害である（第３１回８０問改）。

→　一番多いのは、認知症が多く全体の６３．７％を占める。

７　令和３年の成年後見事件の本人の男女別割合を見ると、女性よりも男性の方が多い（第２４回７５問改）。
→　×
８　令和３年の成年後見事件の本人の１０歳ごとの年齢別割合を見ると、男女とも８０歳以上（８０歳以上のすべての年代を含む）が最も多い（第２４回７５問改）。
→　〇
９　令和３年の成年後見関係事件では市町村長申立による申し立ての方が本人の子によるものより多い（第２７回８１問改）。

→　〇　従前は、本人の子による申立てが一番多かったが、令和２年になり初めて市町村長申立てがトップになり、令和３年も引き続きトップとなっている（２３．３％）。
　　　　第２７回出題時とは状況が変わっていることに注意。
１０　令和３年の成年関係事件において、申立人として最も多かったのは、市区町村長である（第３１回８０問改）。

→　〇　第３１回出題時とは状況が変わっていることに注意。
１１　令和３年の法定後見の申立人の内訳をみると親族よりも市町村長が多い（第２２回７４問改）。

→　〇　第２２回出題時とは状況が変わっていることに注意。
１２　市町村長申立件数は、毎年増加している（第２８回８０問改）。
→　〇　毎年増加している。
１３　令和３年の成年後見事件の申立人と本人との関係を見ると、検察官の申立は市町村長の申立よりも多い（第２４回７５問改）。
→　×　検察官による申立はほとんど利用されていない。
１４　令和３年の成年後見事件の家庭裁判所管内別の市町村長申立件数を見ると、東京よりも大阪の方が多い（第２４回７５問改）。
→　×
１５「成年後見関係事件」の「終局事件」のうち、鑑定を実施したものは全体の過半数であった（第３０回８１問改）。

→　×　鑑定を実施したのは１０％以下である。
１６　令和３年の成年関係事件において鑑定期間として最も多かったのは、２か月超え３ヶ月以内である（第３１回８０問改）。

→　×　鑑定期間として最も多かったのは「１ヶ月以内」で全体の約５４．７％を占める。

１７　令和３年の成年後見事件の審理期間を見ると、２か月以内に終局したものが全体の約５０％で長期化する傾向にある（第２４回７５問改）。
→　×　７５．４％が２か月以内に終局している。
１８　令和３年の法定後見の主な申し立ての動機を見ると「預貯金等の管理・解約（財産管理処分）」が最も多い（第２８回８０問改）。
→　〇
１９　令和３年の法定後見の主な申し立ての動機を見ると身上監護よりも財産処分が多い（第２２回７４問改）。

→　〇
２０　令和３年の法定後見の主な申し立ての動機を見ると介護保険締結のためが最も多い（第３０回８１問改）。

→　×　成年後見開始の主な申立ての動機としては「預貯金等の管理・解約」が一番多い。

２１　令和３年の成年関係事件において、申し立ての動機として、最も多かったのは、身上監護である（第３１回８０問改）。

→　×　成年後見開始の主な申立ての動機としては「預貯金等の管理・解約」が一番多い。

２２　令和３年の成年後見関係事件の申立件数をみると、任意後見監督人選任が後見開始よりも多い（第２２回７４問改）。

→　×
２３　令和３年の法定後見の中で補助開始、保佐開始、後見開始の申立件数を比較すると補助開始が後見開始よりも多い（第２２回７４問改）。

→　×
２４　成年後見関係事件の認容率は７０％を下回っている年がある（第２８回８０問改）。
→　×　認容率は９０％以上を推移している。

２５　令和３年の成年後見人等と本人との関係を見ると社会福祉士、弁護士、司法書士が選任される割合が、親、子、兄弟姉妹、配偶者、その他親族が選任される割合よりも多い（第２２回７４問改）。
→　〇　第２２回出題当時とは、状況が変わっていることに注意。
２６　令和３年の成年後見関係事件において、親族以外の第三者が成年後見人等に選任された割合は５割を超える（第２７回８１問改）。

→　〇
２７　令和３年の成年関係事件において「成年後見人等」と本人との関係を見ると親族が「成年後見人等」に選任されたものが全体の約６０％である（第３０回８１問改）。

→　×　親族が成年後見人等に選任されたのは全体の１９．８％に過ぎない。
２８　令和３年の成年関係事件において「成年後見人等」に選任された者として最も多かったのは司法書士である（第３１回８０問改）。

→　○　
第７　成年後見制度の利用促進
１　成年後見制度利用促進基本計画の対象期間は、おおむね１０年程度とされている（第３２回８２問）。
→　×　平成２９年３月に閣議決定された成年後見利用促進基本計画では、対象期間はおおむね５年間とされている。
２　市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、成年後見制度の利用促進に関する施策についての基本的な計画を定めなければならない（第３２回８２問）。
→　×　成年後見利用促進法１４条１項は「市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする」と定めており、計画の策定を努力義務としている。
３　成年後見制度利用促進基本計画においては、利用のしやすさよりも不正防止の徹底が優先課題とされている（第３２回８２問）。
→　×　成年後見制度利用促進基本計画において、不正防止の徹底と利用しやすさは同レベルで重視されている。
４　政府は、成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、成年後見制度利用促進会議を設けることとされている（第３２回８２問）。
→　〇
５「成年後見制度利用促進法」にいう「成年後見等実施機関」とは「介護、医療、又は金融にかかわる事業その他の成年後見制度の利用の促進に関連する事業を行う者」をいう（第３２回８２問）。
→　×「成年後見等実施機関」とは「自ら成年後見人等となり、又は成年後見人等若しくはその候補者の育成及び支援等に関する活動を行う団体」をいう（成年後見利用促進法２条３項参照）。
　　「介護、医療、又は金融にかかわる事業その他の成年後見制度の利用の促進に関連する事業を行う者」は（成年後見等実施機関ではなく）「成年後見関連事業者」である。
第８　日常生活自立支援事業
１　日常生活自立支援事業は国庫補助事業であり、第２種社会福祉事業に規定された「福祉サービス利用援助事業」に該当する（第２３回７５問）。
→　〇　日常生活自立支援事業は、社会福祉法において第２種社会福祉事業として規定されている福祉サービス利用援助事業のことであり、都道府県社会福祉協議会及び指定都市社会福祉協議会が実施主体のある国庫補助事業である。
２　日常生活自立支援事業における日常的金銭管理の民法上の根拠は「委任契約」である。（第２９回７９問）

→　〇　「寄託契約」「請負契約」「雇用契約」「消費貸借契約」ではない。

３　日常生活自立支援事業の実施主体は、都道府県であり、事業の一部を地域包括支援センターに委託できることになっている（第２３回７５問）。
→　×　日常生活自立支援事業の実施主体は、都道府県社会福祉協議会及び指定都市社会福祉協議会である（都道府県ではない）。
４　実施主体である都道府県社会福祉協議会は、日常生活自立支援事業の一部を市区町村社会福祉協議会に委託することができる（第３１回８１問改）。

→　○　日常生活自立支援事業実施要領に「実施主体は都道府県社会福祉協議会または指定都市社会福祉協議会とする。ただし、実施主体は、本事業の一部を委託できるものとする」と規定されている。

５　日常生活支援事業において具体的な支援を行う生活支援員は社会福祉士や精神保健福祉士の資格があって一定の研修を受けた者とされている。
→　×　日常生活自立支援事業は、①専門員と②生活支援員によって実施される。①専門員は初期相談、支援計画の策定、契約の締結等を行う。一般的には社会福祉士や精神保健福祉士の資格を有し専門の研修を受けた者が専門員となる。他方、②生活支援員は支援計画に基づいて具体的な支援を行うものであり、通常は社会福祉士や精神保健福祉士の資格を必要としないことが多い。
６　精神障害者福祉手帳を所持していなければ日常生活自立支援事業を利用することはできない（第２７回８２問）。

→　×　認知症の高齢者や知的障害者等も利用可能である。
７　法定後見のいずれかの類型に該当する程度に判断能力が低下した本人が日常生活自立支援事業の利用契約を締結することは、法律で禁じられている（第３１回８１問改）。

→　×　保佐・補助類型程度に判断能力が低下していたとしても、本人に契約能力があれば、日常生活自立支援事業を利用することは可能である。
８　日常生活自立支援事業の実施主体である都道府県社会福祉協議会は、職権により本人の利用を開始することができる（第３１回８１問改）。

→　日常生活自立支援事業は、本人の申請に基づき開始される。職権で開始されることはない。

９　日常生活自立支援事業の契約締結に当たって、本人の判断能力に疑義がある場合は、市町村が利用の可否を判断する（第３１回８１問改）。
→　×　日常生活自立支援事業の契約締結にあたり、本人の判断能力に疑義がある場合は（市町村でなく）「契約締結審査会」の意見を踏まえて判断することになる。
１０　利用者の判断能力の急速な低下に対応するため、日常生活自立支援事業の今後の利用について検討する場合、運営適正化委員会における審査にかけることになる（第３２回８２問改）。

→　×　日常生活自立支援事業の今後の利用（継続の可否）について検討するのは「契約締結審査会」である、運営適正化委員会ではない。
１１　日常生活自立支援事業の利用者の内訳は、認知症高齢者・知的障害者・精神障害者がほぼ同じ割合となっている（第２３回７５問）。
→　×　平成２７年度判労働白書によれば、日常生活自立支援事業の利用者の内訳は「認知症高齢者５５．９％、知的障害者１６．５％、精神障害者２２．９％」となっている。
１２　日常生活自立支援事業の事業内容には、福祉サービスの利用援助や苦情解決制度の利用援助のほか、本人の契約行為の取り消しを含む日常的金銭管理などがある（第２３回７５問）。
→　×　日常生活自立支援では、「契約の取り消し」はできない。
１３　日常生活自立支援事業の実施主体は利用者が不適切な売買契約を実施した場合、それを取り消すことができる（第２７回８２問改）。
→　×　日常生活自立支援事業では「契約の取り消し」はできない。
１４　日常生活自立支援事業の一環として、利用者の自宅を処分することができる（第３２回８２問改）。
→　×　日常生活自立支援事業は、日常的な福祉サービスの利用、金銭管理、書類等の預かり等のサービスを行うものであり、自宅処分のような非日常的な行為を行うことは予定していない。

１５　住民票の届出に関する援助は、日常生活自立支援事業の対象外である（第２７回８２問改）。
→　×　「住民票の届出等行政手続きに関する援助」も日常生活自立支援事業の対象となる。
１６　福祉サービスについての苦情解決制度の利用援助を行なうことは日常生活自立支援事業の対象となる（第２７回８２問改）。

→　〇　苦情解決制度の運用援助も日常生活自立支援事業の対象となる。
１７　日常生活自立支援事業の契約期間を定めた場合、利用者は契約の途中で解約できない（第２７回８２問改）。
→　×　本人の意思によりいつでも解約できる。

１８　日常生活自立支援事業における支援計画の変更は、利用者の親族の同意が必要となる（第３２回８２問改）。

→　×　親族の同意は不要である。
１９　判断能力の低下により、日常生活自立支援事業による援助が困難であると実施事業者が認めた場合には、成年後見制度の利用の支援等適切な対応を行う必要がある。
→　〇
２０　成年後見人が選任された場合、法律上、日常生活自立支援事業の利用は禁止される（第２５回８２問改）。

→　×　法律上は、法定後見と日常生活自立支援事業の併用は禁止されていない。ただし、実際上は、各地の社協の運用により法定後見が開始した場合は、日常生活自立支援事業の利用が終了とされることが多い。
２１　成年後見人による日常生活自立支援事業の利用契約の締結は、法律で禁じられている（第３１回８１問改）。

→　×　成年後見人による日常生活自立支援事業の利用契約の締結自体は、法律上禁じられていない。但し、実際上は、各地の社協の運用により法定後見が開始している場合、日常生活自立支援事業の利用できないとされていることが多い。
第９　成年後見制度利用支援事業
１　市町村が実施する成年後見制度利用支援事業においては、市町村長申立て以外の場合を対処することできない（第２６回８２問改）。
→　×　成年後見制度利用支援事業の対象範囲は、当初、市町村長申立の場合に限定されていたが、その後、市町村長申立以外のケースにも対象が拡大されている。
２　市町村が実施する成年後見制度利用支援事業においては、申立費用だけでなく、成年後見人等の報酬も対象とすることができる（第２６回８２問改）。

→　〇　成年後見人等の報酬も対象とすることができる。

３　市町村が実施する成年後見制度利用支援事業においては、高齢者ではない知的障害者及び精神障害者を対象とすることできない（第２６回８２問改）。

→　×　成年後見制度利用支援事業の対象者は、当初、「身寄りのない認知症高齢者」に限定されていたが、その後、障害者や精神障害者も含むように拡大されている。

４　市町村が実施する成年後見制度利用支援事業においては、「後見」を対象とし「保佐」「補助」を対象とすることはできない（第２６回８２問改）。

→　×　後見だけでなく、保佐・補助の場合も対象となる。

５　市町村が実施する成年後見制度利用支援事業においては、社会福祉法における第一種社会福祉事業と位置付けられている（第２６回８２問改）。

→　×　成年後見制度を利用支援事業は（社会福祉法における第一種社会福祉事業ではなく）厚生労働省が管轄する事業として位置付けられている。
第１０　成年後見その他

１　被補助人は、社会福祉士になることはできない（第２７回８０問）。

→　×　社会福祉士及び介護福祉士法には、社会福祉士の欠格事由として成年被後見人または被保佐人に該当する場合が挙げられているが、被補助人となることは欠格事由とされていない。
２　平成２５年の公職選挙法の改正により、国政選挙を除き成年被後見人の選挙権が回復された（第２７回８１問）。

→　×　同法の改正により国政選挙・地方選挙の区別なく、成年被後見人の選挙権は回復している。
３　老人福祉法改正により、市民後見人の育成及び活用が市町村の必須事務となった（第２７回８１問）。

→　×　平成２３年の老人福祉法の改正で、市町村には「成年後見制度の業務を適正に行うことができる人材の育成および活用を図るため、研修の実施、後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない」という努力義務が課されることになったが、市民後見人の育成及び活用が市町村の必須事務となったわけではない。
４　成年被後見人である責任無能力者が他人に損害を加えた場合、その者の成年後見人は、法定の監護義務者に準ずるような場合であっても、被害者に対する損害賠償責任を負わない（第３２回８０問）。
→　×　民法７１４条２項は、監督義務者に代わって責任無能力者を監督する者であっても、責任無能力者の違法行為に対する監督責任を負うことを規定している。
　　　　したがって、監督義務者たる成年後見人に、成年被後見人である責任無能力者が他人に損害を加えた場合に、監督義務違反が認められるような場合は、成年後見人が被害者に対する損害賠償責任を負うことはありうる。
５　保佐人に付与された代理権の範囲は登記できない（第３４回７８問）。 
→　×　保佐人に代理権を付与する旨の審判が確定し効力が生じた場合は、代理権の内容が法務局に登記される。

６　未成年後見は登記することができる（第３４回７８問）。

→　×　未成年後見制度には登記制度がない。未成年後見人が選任された場合は未成年者の戸籍に成年後見人に関する事項が記載される。

７　未成年後見人は、被後見人たる児童が同居の親族に該当する場合、未成年後見人が被後見人の財産を横領したとしても刑を免除する親族間の特例が適用される（第２４回７４問）。
→　×　未成年後見人には（刑の免除を認める）親族間の特例は適用されない。
８　自己が成年被後見人として登記されていない者は、登記官への請求に基づき、登記されていないことの証明書の交付を受けることができる（第３４回７８問）。
→　〇

９　成年後見登記事項証明書の交付事務を取り扱う組織は「法務局」である（第２９回８２問）。

→　〇　「家庭裁判所」「都道府県」「市町村」「日本司法支援センター（法テラス）」ではない。
１０　誰でも登記官への請求に基づき、成年後見人が記録された登記事項証明書の交付を受けることができる（第３４回７８問）。
→　×　成年後見人が記録された登記事項証明書の交付を受けることができるのは、本人、その配偶者、四親等内の親族、成年後見人、成年後見監督に頭の体の関係者に限定されている。 
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